
“東日本大震災"“原発震災"から何を学ぶべきか、「“ライフ・ライン"

から“ライフ・スポット"へ」という視点から見ておきたいと思います。

現代の生産・生活は、“ライフ・ライン"すなわち電力・ガス・水道な

と、物理的媒体で繋がったサービスの安定供給を前提にして成り立

っています。その典型が電力であり、巨大な原子力発電所を特定の

地域に集中立地し、高圧送電線網で広域に送配電する大規模・集中

型の電力供給システムを作り上げてきました。それは、われわれに

便利で快適な生活を与えてくれましたが、“ライン"の宿命として大

規模災害に対して脆弱であるという致命的な欠陥をもっています。

一切の暖房・照明・通信手段を失った避難所の惨状は、“ライフ・ライン"

を通して外部の資源に全面依存することのリスクを余すところな

く示しました。これからの国土作りを考える時、“ライフ・ライン"が

寸断されても一定期間自立して存続できる自立・自給システムすな

わち“ライフ・スポット"を整備していくことが重要な課題になるで

しょう 。

多様な自立電源・熱源をネットワークで結びつけ相互に融通しあ

うシステムをマイクロ・グリッドと言い、青森県八戸市をはじめ多

くの地域で具体的実験が進められています。“マイホーム発電"に見

られるように、電力は電力会社から買うものではなく「自分で作る」

ことが当たり前の時代になりつつあります。現在の十電力体制が成

立する以前には、集落に水力発電所を設置して集落で必要な電力を

自分たちで作ることがここ紀南地域を含め全国各地でごく普通に

行われていました。いま「環境の時代」 を迎えて、太陽光発電、マイク

ロ水力、木質ペレットなどの新たな技術を活用した地域レベルでの

エネルギー自立・自給システムづくりが各地で取り組まれています。

それは、災害に強い地域づくりの基盤でもあります。

紀南地域はまさに自然エネルギーの宝庫です。豊かな自然資源を

活かした地域づくり、「自然エネルギー自立地域J づくりに向けて頑

張りましょう。
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災害救援と
N PO ・ボランティア
和歌山で期待されるもの わかやまNPOセンター

理事長岩田誠

NPO(非営利組織)の歴史的節目になったのが阪神大震災。 さ

まざまなボランティアが活躍し、行政では難しい機動力や柔軟

性を発揮して注目され「ボランティ ア元年J と称された。日本の

非営利組織は古くは神社・お寺があ り 、学校にはPTA、 村落の

長老を中心にした寄 り合い組織もあ り、 NPOに近い組織が昔か

ら存在していた。 今度の東日本大震災でもこうしたNPO ・ボラ

ンティア組織が活躍した。近い将来発生するとされる東南海・

南海地震でも、大きな力になることが期待される。

い く つかのケースを紹介すると一一。

新富市にあるNPO法人「和歌山災害救助犬協会J (榎本義清理

事長、会員33人)は2006年 2 月に結成。 行方不明者の捜索や災

害救助犬の訓練、 セラピー ドッグなどの活動を展開している。

飼育している災害救助犬は認定犬がシェパード 4 、 ラブラドー

ルレトリバー 1 の計 5 頭、 予備犬が 4 頭。 これまで行方不明者

の捜索では大阪府で 2 回 、 和歌山県で 3 回、 三重県で 2 固など

出動。 中越沖地震(新潟県)でも活動した。今回も東北での救助

活動に貢献した。

新宮市では、市町内会長連絡協議会等と協議を進めるなど自

主防災組織の育成指導に積極的に取り組んでいる。 地震などの

災害が発生したとき に、 一人でも多 く の人を瓦礁の下から救出

し、火災などの二次災害を防ぐことが最も大切であり、このた

めには日常から市民一人ひとりが防災活動に参加し、 組織的な

防災活動を行うことが大切だ。

串本町では、津波到達までの時間が短いなどの地域特性から、

津波防災対策基本計画は「揺れたら逃げる」が基本になっている。

地域住民のワークショ ッ プを重ねて、共助の推進を図る。

田辺市でも市内の216町内会を 3 地域に分け、毎年順番に訓

練をしている。 最近では、田辺市 B地区として秋津谷、三栖谷、

龍神、 二川、富里、本宮の32町内会・ 自治会の住民が学校や集

会所など36力所の避難場所で消火や炊き出し、救急救命の訓練

を したり、啓発ビデオを見たりした。

不幸にして、 震災に遭って しま った ら 、 その後の 「生活復興」

に、 NPOが大きな援軍となる。 災害で受けた物心両面での打撃

を乗り越えて、以前より、よい生活を目指す地域再生にお手伝

いするNPOが欠かせない。

今度の大震災を機に、和歌山でも「支える人を支えるネ ッ ト

ワーク 」が組織されて、 いち早い被災者の生活再建と被災地の

経済復興に向けて、活動している。被災者支援に携わる企業や

団体の連携による刻果的な支援活動とともに、このような活動

に携わる人への活動資金支援をまちぐるみで取り組む。

資材・ 資金面での協力を含めて、 NPO と行政 ・ 企業とのパ

ー トナーシ ッ プが求められる。各地でコーディネーターが生ま

れ、 NPOや市民組織が立ち上がり、ネッ トワークで結ばれ力を

発揮すれば、被害を最小限に食い止める事ができる。



経験則が通じない怖さに
どう向き合うか!?
~南海・東南海地震と串本町~

串本町は過去の地震で何度も津波被害を受けてきた地域で

す。それゆえに、「近い将来必ず起こる」と言われている「南海・

東南海地震J には、町全体が大きな関心と不安を抱いています。

「南海・東南海地震」が起これば、最短 6 分で津波が到達する

とのデータも出されており、津波対策に重点を置いて取り組

みをしています。それはとりもなおさず「逃げる対策」です。

避難困難地域へは防災タワーを建設したり、高台への避難路

の整備、そして市街地では所有者と契約をして民間ビルを避

難場所として指定するなどの対策を講じてきたところです。

ところがことし 3 月 11 日に起きた「東北地方太平洋沖地震J は、

私たちが長年かけて取り組んできた「津波対策」を一蹴してし

まいました。テレビの画面に映し出される山のような大津波、

市街地が一瞬で荒涼とした野に化した惨状を繰り返し見るに

つけ、大自然の怖さと人間の無力さを感じたものでした。

4 月 26 日、議会代表者と被災した宮古市を訪れました。宮

古市の市長に会い、串本町民の思いのこもった義援金を手渡

し、また、串本町ができる手助けについて聞かせてもらうた

串本町長田嶋勝正

めでした。そこで宮古市長から衝撃的なお話を聞かされまし

た。宮古市は従来、津波被害をよく受けてきた地域でもあり、

その経験が言い伝えられてきているそうで、そうしたことが

油断を生み、今回の被害拡大に繋がったと聞かされました。

最初の津波は数十センチで、これに安心をしていたところ、

約30分後、防波堤をはるかに越える津波が襲来。さらにその

津波のまた上に被さるように更に大きな津波が押し寄せて大

きな犠牲者を出した、と無念さを噛みしめていました。私は

「これまでの経験則が通じない怖さ」に大きな衝撃を受けまし

た。

これからの串本町の防災及び避難対策は、当然のことなが

ら見直しは必至です。避難のための「物づくり」も、「組織的

な防災対応」ももちろん必要ですが、今回の震災を教訓にして、

地震が発生したらすぐに少しでも高い所へ逃げるように一人

ひとりが心がけてもらいたいと願わずにいられません。東日

本大震災の教訓を無駄にしないことが、私たちに課せられた

使命であると被災地訪問をとおして改めて認識しました。

南海東南海地震の記憶
串本岡大島で



平成23年度きのくに活性化センターの主要事業
きのくに活性化センターの本年度定期総会は、 7 月 16日午後田辺市新屋

敷町にある田辺商工会議所3階会議室で構成団体代表ら23人が出席レて

聞かれ、 22年度事業実績ならびに会計報告、 23度事業計画と予算が了承

された。 主な事業は以下のとおりで、すO

委託事業
( 1 )北山本町奥熊野・北山村の民俗誌J(仮題)の製作

東牟婁郡北山村は、過疎・高齢化が進行するなかで、村民がふるさとに誇りと自信を

取り戻すことをめざして 「地域づくり 」事業の一環として「村の民俗誌」を製作し刊行

する。 センターでは県内民俗学者らの協力を得て、 村に伝承される祭り・年中行事、

信仰、 暮らし、民話(昔話・伝説)、僅謡等を調査する。

(2) 串本間「大島の島歩きJマツコ作成

串本町大島の観光振興と地域活性化を目的に、串本町商工会ではこの夏和歌山大学

学生と連携して、 大島 ・ 樫野・須江地区でフィールドワークを行ない、「女子回線」

などに重点、をおいた「島歩きの観光マップjを作成するO

独自事業
( 1 )休廃校舎の利活用と地域再生

紀南地方では小中学校が休廃校で消える状況が続いているO 和歌山大学経済学部中

村太和教授のゼミ調査(~紀南地域における廃校舎の現状mをふまえて、 廃校舎を地

域コミュ二ティの新しい拠点としてどのように再生するか、その可能性を検討する。

地域の参加を得て研究会の設立とフォーラムの開催を予定。

(2) 平成生まれの若者が聞き取った「太田・村の暮らじ365日」作成・刊行

和歌山大学経済学部学生が、平成22年度から那智勝浦町太田地区で、地元住民と協同

で展開している「休耕田・耕作放棄地再生モデル」研究の一環として行なった村の生

活文化の聞き取り調査を冊子にまとめて、地元にフィードパックするO

(3) r南海東南海地震と紀南ー串本間住民意識調査一J

和歌山大学経済学部学生が、 串本町で実施する東日本大震災後の「南海・東南海地

震住民意識調査j と連携し、防災とコミュ二ティについての研究資料を作成、地元に

提案する。

広報事業
(1 )NEWSきのくにVo1. 14(2011 夏)、 Vo1. 15(2012春)

きのくに活性化センターは、
以下の団体・機関で構成されています。
(2011 年8月 1 日現在)

-田辺周辺広域市町村圏組合

・新宮周辺広域市町村圏事務組合
・田辺商工会議所

・新宮商工会議所

・紀南農業協同組合

・和歌山県
・和歌山大学

平成23年度定期総会

平成 23年度

曹のくに活性化センター総会

休廃校舎の利活用と地域再生

園園田園圃園園圃園田 E

編集後記

きのくに活性化センターが2

002年4月に設立されてから

来年で 1 0周年になります。セ

ンターでは、これからも地域と

連携協働して、 地域の声に応え

る活動をしていきます。

軟からは企画運営委員会を中

山に、事業を決定していきます。

(す)

ー・・・・園田園田園圃....
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